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たのは、1952 年に公表された ARB 第 42 号「緊急設備-減価償却、済崩し償却および法人所
得税」である。ここでは、期間差異について期間配分を要求し、負債法を採用した。しかし、
翌年には繰延法を勧告し、負債法を採用するにあたり制限を設けた。その後は繰延法を中心




その批判を受け FASB は、1987 年に SFAS 第 96 号「法人所得税の会計処理」を公表した。
SFAS 第 96 号は、資産負債法を採用し、蓋然性の有無によって繰延税金資産の認識を行うと
した。しかし、産業界から強い反対を受け、1992 年に現行の SFAS 第 109 号「法人所得税
の会計」が公表されるに至った。SFAS 第 109 号は引き続き資産負債法を採用したが、蓋然
性の有無によるものではなく、「実現する可能性よりも実現しない可能性が高い（50％超の
確率）：more likely than not」を採用している。
IAS では 1979 年に公表した IAS 第 12 号「法人所得税の会計」では、繰延法と負債法の
選択適用を容認していたが、SFAS 第 96 号や第 109 号の影響を受け、1996 年の改訂におい
て、繰延法を禁止し負債法を採用した。しかしながら、繰延税金資産が計上される条件につ
いては、記述の SFAS 第 109 号とは異なり、減算一時差異を利用できる課税所得が稼得され
るであろう可能性が高い場合に限り繰延税金資産を認識するとする「肯定的判断アプローチ」
をとっている。ただ、IASB は FASB と 2002 年から短期コンバージェンス・プロジェクト
として法人所得税プロジェクトに取り組んでおり、2010 年 12 月には原資産の回収について
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議論の明確化を図るため、個別財務諸表を前提とする。また、会計制度委員会報告第 10 号 個
別財務諸表における税効果会計に関する実務指針（以下、「第 10 号」という。）および監査
委員会報告第 66 号 繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取り扱い（以下、「第
66 号」という。）に基づいて確認、考察していく。









第 1 節 アメリカにおける税効果会計
税効果会計の歴史は、アメリカに始まる。1942 年、AIA（American Institute of
Accountants：米国会計士協会）の CAP（Committee Accounting Procedure：会計手続委






ARB 第 23 号「法人税の会計処理」が公表された。しかし、税効果の具体的な測定方法等に
ついて明確な指針は示されておらず、ARB 第 23 号は後に ARB 第 43 号 10 章 B へ改定され
る。
1945 年に SEC（Securities and Exchange Commission：証券取引委員会）は、ASR
（Accounting Series Releases：会計連続通牒）第 53 号を公表したが、税金の期間配分の問
題については重視されていなかった。翌年になり、CAP は ARB 第 27 号「緊急設備」を公
表し、税引後法を支持した。1952 年には ARB 第 42 号「緊急設備-減価償却、済崩し償却お
2 [企業会計審議会, 1998] 基準 第一 税効果会計の目的
3 FASB 第 109 号によると税引後法とは、資産および負債の額に対する課税可能性および控除可
能性の影響額を、当該資産および負債の報告額の減額として会計処理する方法である。その詳し























1957 年には AIA がその名称を AICPA（American Institute of Certified Public








Principles Board：会計原則審議会）が設置された。APB は、ARB の全面改訂に着手し、そ
の成果を Opinion（意見書）として公表していく。翌年、SEC は ASR 第 85 号において、
ARB 第 44 号への同意を表明した。1962 年には、Opinion 第 1 号「新たな減価償却の指針
および規則」が公表されたが、内容は ARB 第 44 号 Revised に準拠されており、新しいもの
はなかった。これは IRC において投資税額控除が導入されたことも影響されたと考えられて
いる6。
1965 年に公表された Opinion 第 6 号「会計研究公報の現状」では繰延法および負債法の 2





なかった。1967 年には、Opinion 第 11 号「法人税の会計処理」を公表した。方法としては、
最も実務的であるとして繰延法を採用し、これにより、収益費用対応の過程において首尾一
貫すると結論している。しかし、Opinion 第 11 号公表後、多くの米国企業が税率の変更が
考慮されないまま計上されている貸方残高（負債）が次第に膨張したため、その負債性につ
いて批判を受けた。
1973 年に APB の欠点を解くために設置された FASB（Financial Accounting Standards
Board：米国財務会計基準委員会）は、繰延法についての批判や懸念の声を受け、1982 年に
法人所得税の会計処理について再検討に入った。FASB は SFAC（Statement of Financial
Accounting Concepts：財務会計所概念に関するステートメント）第 6 号において定義され
ている資産および負債の概念を、繰延法により計上される繰延税金の借方残高および貸方残
高は満たしていないこと、繰延額が算出される際に用いられる税率が、実際に支払われる年
度のものとは異なることもあることを指摘するに至った。それを受け、1987 年に FASB は、
SFAS（Statement of Financial Accounting Standards：米国財務会計基準書）第 96 号「法
人所得税の会計処理」を公表した。SFAS 第 96 号は、Opinion 第 11 号とは異なり、資産負
債アプローチ（利益を資産負債の概念を示すことから導き出そうという考え）の立場をとり、
資産負債法を採用した。しかし、産業界から「実務とは乖離している」等の強い反対を受け、
発効日は 1988 年から 1989 年へ、1989 年から 1991 年へ、1991 年から 1992 年へ三度も延
6 [齊藤真哉, 1999]p.232
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期され、最終的には、1992 年に SFAS 第 109 号「「法人所得税の会計」が公表されるに至っ
た。












る可能性よりも実現しない可能性が高い（50％超の確率）：more likely than not」を採用し












来享受する潜在的便益を測定したものである。SFAS 第 109 号は繰延税金資産が実現する可
能性が実現しない可能性よりも高くなる金額にまで切り下げるのに十分な評価勘定の設定を
要求している。“more likely than not”という基準は FASB にとって新しい測定上の判断要
12
件であった。


































SFAS 第 96 号が要求していた予定表の必要性は、将来の課税所得についての仮定を緩める
ことによって小さくなった。また、繰延税金資産・繰延税金負債は流動・固定に分類される
こととなった。
“more likely than not”という基準によって、これまで報告されていなかった数百万ドル
という繰延税金資産が生じるという点で、重大な変革であった。
第 2 節 IAS における税効果会計8
IASC（International Accounting Standards Committee：国際会計基準委員会）は、1979
年に IAS（International Accounting Standards：国際会計基準第）第 12 号「法人所得税の
会計」（以下、「旧 IAS 第 12 号」という。）を公表した。旧 IAS 第 12 号は、繰延法と負債法
の選択適用を容認していた。その後は、1989 年における公開草案第 33 号、1994 年に公開
草案第 49 号を経て、1996 年に旧 IAS 第 12 号は改訂され、改訂 IAS 第 12 号（以下、「IAS
第 12 号」）が公表された。IAS 第 12 号では繰延法を禁止し、負債法の適用を要求している。
この一連の税効果会計に関する IAS の繰延法の容認から負債法への適用への動向は、アメ
リカにおける APB 第 11 号や SFAS 第 96 号および SFAS 第 109 号の影響を受けていると考



















また、不確実な税務のポジジョンについては IAS 第 37 号 引当金、偶発債務および偶発資産
の改訂後に取り扱われることとなっている。2010 年 12 月には原資産の回収について IAS 第
12 号は修正されている。このように現在は、IASB と FASB の乖離を狭めようという動きの
最中である。









































年度に比べ 2002 年度には 1.7 倍の約 102 億円となっている。一方、繰延税金負債は、おお
むね平均 15 億円程度で推移している。また、銀行業で問題視されている繰延税金資産の自
















第 4 節 税効果会計の問題点



































は法人税は利益処分項目として取り扱われてきたが、昭和 37 年 4 月 20 日の商法改正および













































of Financial Accounting Concepts：財務会計所概念に関するステートメント）6 号に紐付け
て定義している。以下は SFAS 第 109 号をもとに対応する部分を抜き出したものである。
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●繰延税金資産

























































































































































































(1) 年度 t1 に前期より保有している商品（原価 800）を、当期代金 1,200 で 2 回の年賦払




年度 t1…20％ 年度 t2…30％
・企業会計上
期中仕訳： 現 金 600 売 上 1,200
割賦売掛金 600
期末仕訳： 売 上 原 価 400 商 品 400
売上高 1,200－売上原価 800＝税引前利益 400
企業会計：資産…現金 600、割賦売掛金 600、負債…なし
・課税所得計算上
期中仕訳： 現 金 600 売 上 600
期末仕訳： 売 上 原 価 400 商 品 400





（売上原価）の差異は 400（800－400）である。これらの差異は、翌期の年度 t2 に解消す




法 人 税 等 40 未 払 法 人 税 等 40




で計上した繰延税金負債 40 を取り崩す。年度 t1 においては税率が 20％であり、それにより
繰延税金負債を計上していたが、年度 t2 の税率は 30％のため、法人税等と繰延税金資産の
額に 20 の相違が生じる。
法 人 税 等 60 未 払 法 人 税 等 60





ない。これらの差異は、翌期の年度 t2 に解消する。年度 t1 においては、記述の通り、法人
税の未払いが生じる。繰延税金負債は、年度 t2 の税率を乗じ、60（200×30％）となる。
法 人 税 等 60 未 払 法 人 税 等 60
法人税等調整額 60 繰 延 税 金 負 債 60
・年度 t2
割賦売掛金の残りを受け取ることによって、当該一時差異は解消される。年度 t2 に課税さ
れる法人税等 60 を支払い、年度 t1 で計上した繰延税金負債 60 を取り崩す。もとより、解
消年度の将来年度、今回の場合は年度 t2 における税率を用いて繰延税金負債を計上していた
ため、繰延法のように法人税等と繰延税金負債の額に相違は生じない。
法 人 税 等 60 未 払 法 人 税 等 60











第 3 節 表示
第 1 項 税引後法
SFAS 第 109 号 214 項によると、税引後法とは、資産および負債に対する課税可能性およ
び控除可能性の影響を、これらの資産および負債の報告額の減額として会計処理する方法で






























第 3 章 回収可能性の判断
第 10 号 21 項によると、回収可能性の判断要件として、「収益力に基づく課税所得の十分
性」、「タックスプランニングの存在」、「将来加算一時差異の十分性」の 3 点が挙げられてい
る。本章では、3 点それぞれの内容を確認し、特に比重の高いとされている「収益力に基づ
く課税所得の十分性」について、同号設例 5 を用いて確認していき、第 66 号の必要性につ
いて考察する。また、第 66 号で記されているこの 3 点の具体的適用手順を確認していく。
第 1 節 収益力に基づく課税所得の十分性
























以下は、第 10 号、Ⅲ設例による解説、設例 5 繰延税金資産の回収可能性の判断を基に第
10 号における回収可能性の判断方法を考察する。
-設例Ⅱ-
1. A 社は、X4 年に工場の 1 つを閉鎖し、これに伴い特別損失が 1,000 発生した。また、
税務上も同額の損金算入が認められた。A 社は、当該特別損失を除けば、安定的に利益を
計上している会社であり、過去 2 期間はそれぞれ 150 の税引前利益が計上されている。
このように、A 社は、重要な税務上の繰越欠損金が非経常的な特別の原因により発生し
ているが、それを除けば、課税所得を毎期計上している会社に該当するものと判断できる。





X2 年 X3 年 X4 年
税引前利益（△損失） 150 150 △850
法人税等 60 60 300
税引後利益 90 90 △550
計画
X5 年 X6 年 X7 年 X8 年 X9 年
税引前利益（△損失） 150 150 150 150 150
法人税等 0 0 0 0 0
税引後利益 150 150 150 150 150




















の後の年度で発生した課税所得から控除するものである。14 今現在日本では 7 年の繰越期間
が税務上認められている。当設例では以下のように仕訳が切られている。
繰 延 税 金 資 産 40** 法人税等調整額 40






















第 10 号による実務からの質問に対して第 66 号が公表されることになるが、第 66 号の内
容については、次章にて詳解する。
第 2 節 タックスプランニングの十分性




















第 3 節 将来加算一時差異の十分性


























































































未 払 事 業 税
翌期に事業税を納付することにより減算できる。納付年度（翌期）の
解消としてスケジューリング。
賞 与 引 当 金
翌期に賞与を支給することにより減算できる。支給年度（翌期）の解
消としてスケジューリング。




























そ の 他 有 価 証 券





















特 別 償 却 準 備 金
任意積立金として計上した後、84 ヶ月間で取り崩して、税務上益金に
算入する。当該益金算入時期によりスケジューリング。










ケジューリングを行う。スケジューリング期間は X1 期から X5 期までの 5 年間とする。
① 当期末の未払事業税は当期の事業税のうち当期に中間納付した分を除くものであり、X1
期に納付する。
② 当期末の賞与引当金は X1 年 6 月の賞与支給に備えて、当期に発生したと認められる額
を引き当てたものである。
③ 退職給付引当金は退職年金制度に基づいて、当期末の退職給付債務および年金試算の見
込額に基づき必要額を計上したものであり、X1 期以降毎年 100 ずつ年金支給が見込ま
れる。
④ 役員については定年制を設けており、X2 期に定年を迎える役員に対する役員退職慰労引
当金が 200 ある。当該役員に対する役員退職慰労金は X2 期中に支給する予定である。
⑤ 債権の貸倒れによる損失に備えて貸倒引当金を設定しているが、税務上の損金算入時期
を合理的に見積もることが困難な状況である。




























当期末 X1 期 X2 期 X3 期 X4 期 X5 期 長期 不能
未 払 事 業 税 1,000 1,000
賞 与 引 当 金 2,000 2,000
退 職 給 付 引 当 金 4,000 100 100 100 100 100 3,500
役員退職慰労引当金 1,000 200 800
貸 倒 引 当 金 2,000 2,000
有 価 証 券 評 価 損 3,000 1,000 3,000
減 価 償 却 費 1,000 100 100 800









第 1 節 課税所得の見積もりによる判断

































































当期末 X1 期 X2 期 X3 期 X4 期 X5 期
①一時差異減算前課税所得見込額 400 600 500 400 500
②将来減算一時差異 1,000
③将来減算一時差異解消見込額 200 250 250 200 100
④課税所得 200 350 250 200 400
⑤課税所得の減額効果（③） 200 250 250 200 100
⑥繰延税金資産回収可能額 400 80 100 100 80 40





－③将来減算一時差異解消見込額 200＝④課税所得 200 となり、⑤課税所得の減額効果 200
×税率 40％＝⑥繰延税金資産回収可能額 80 と計算される。同様にして、X2 期は 100、X3





当期末 X1 期 X2 期 X3 期 X4 期 X5 期
①一時差異減算前課税所得見込額 200 200 300 400 300
②将来減算一時差異 1,000
③将来減算一時差異解消見込額 300 200 220 230 50
④繰越欠損金充当前課税所得 △100 0 80 170 250
⑤繰越欠損金充当 80 20
⑥課税所得 △100 0 0 150 250
⑦課税所得の減額効果 200 200 300 250 50
⑧繰延税金資産回収可能額 400 80 80 120 100 20
当設例においても、見積期間は X1 期から X5 期である。スケジューリングの結果は③で
ある。X1 期は③将来減算一時差異解消見込額 300 のうち 100 については X1 期の課税所得
から減算できない。したがって、⑦課税所得の減額効果 200×税率 40％＝⑧繰延税金資産回
収可能額 80 と計算される。X2 期は課税所得がゼロであるため、③将来減算一時差異解消見
込額 200 が⑦課税所得の減額効果となり、同様にして、⑧繰延税金資産回収可能額 80 と計
算される。X3 期は④繰越欠損金充当前課税所得 80 が生じるが、繰越欠損金制度を利用し 80
だけ繰越欠損金を充当（⑤）するため、課税所得はゼロとなり、①一時差異減算前課税所得
見込額 300 がそのまま⑦課税所得の減額効果となり、⑧繰延税金資産回収可能額 120 と計算
される。X4 年度は残りの繰越欠損金 20 を利用し、⑧繰延税金資産回収可能額 100、X5 期
は前設例と同様にして⑧繰延税金資産回収可能額 20 と計算される。結果、当期末における





















当期末 X1 期 X2 期 X3 期 長期解消24
①一時差異減算前課税所得見込額 300 0 200
②将来減算一時差異 1000
③将来減算一時差異解消見込額 100 100 100 200
④繰越欠損金充当前課税所得 200 △100 100
⑤繰越欠損金充当 100
⑥課税所得 200 △100 0
⑦課税所得の減額効果 100 0 200 200
⑧繰延税金資産回収可能額 200 40 0 80 80
X1 期においては、C ランクの 1 つ目の設例と同様にして、⑧繰延税金資産回収可能額 40























































































する会社」の大きく 2 つにしか分かれていなかったが、上述の第 66 号では実務からの要請
により、第 10 号に比べより細かく 5 つの区分を設けている。第 66 号は「監査上の取り扱い」

































200％以上であり、「おおむね 3 年」は、多くの場合「3 年」と解釈されている。C ランクと


























UFJ 銀行は 2005 年の中間決算における繰延税金資産の状況おいて、その内訳項目として、














































また、当実例において見積可能期間は 3 年とされているが、ゼロではないが 5 年は難しい
という感覚であり、その根拠を合理的に説明することは困難であろう。








26 [監査委員会, 1998] 第 66 号 5 項⑤
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【添付資料】繰延税金資産が自己資本に占める比率ランキング（2002 年度） （単位：％）
順位 企業名 税効果依存度 順位 企業名 税効果依存度
1 蝶理㈱ 3,537.241 26 ㈱長谷工コーポレーション 56.140
2 金商㈱ 207.772 27 東洋通信機㈱ 55.430
3 ㈱新井組 199.307 28 蛇の目ミシン工業㈱ 54.124
4 ユアサ商事㈱ 186.152 29 ㈱富士ゼネラル 54.099
5 川鉄商事㈱ 129.938 30 日立造船㈱ 53.820
6 東洋建設㈱ 120.470 31 ㈱河合楽器製作所 53.170
7 雪印乳業㈱ 113.666 32 ㈱金門製作所 52.538
8 ダイワ精工㈱ 107.485 33 阪急電鉄㈱ 49.345
9 明和産業㈱ 104.167 34 日産ディーゼル工業㈱ 48.045
10 藤和不動産㈱ 97.759 35 ㈱東芝 47.015
11 ㈱西友 93.225 36 小田急建設㈱ 46.636
12 鹿島建設㈱ 91.412 37 鉄建建設㈱ 46.213
13 三井住友建設㈱ 85.407 38 石川島播磨重工業㈱ 45.204
14 山丸㈱ 84.981 39 日本電気㈱ 44.988
15 ㈱石井鐵工所 79.429 40 神鋼商事㈱ 44.626
16 不動建設㈱ 78.586 41 ㈱シーエスケイ 43.817
17 五洋建設㈱ 75.107 42 ㈱大丸 42.027
18 兼松㈱ 71.671 43 清水建設㈱ 41.900
19 大成建設㈱ 69.561 44 ㈱安川電機 41.611
20 ㈱白洋舎 68.816 45 ㈱高岳製作所 41.439
21 丸紅㈱ 65.733 46 安藤建設㈱ 41.255
22 日特建設㈱ 62.303 47 ㈱サンリオ 41.050
23 曙ブレーキ工業㈱ 61.748 48 ㈱トーエネック 40.969
24 三菱電機㈱ 60.517 49 佐伯建設工業㈱ 40.947
25 日本輸送機㈱ 56.929 50 ダイニック㈱ 39.586
（注）個別財務諸表ベース。データは、日本政策投資銀行財務データバンクより作成。
[出所] [一ノ宮士郎（日本政策投資銀行設備投資研究所）, 2005]p.10
